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１．はじめに 

国際バルク戦略港湾政策では、戦略港湾に寄港し

一部貨物を卸した後、次港において減載状態で寄港

する形態（２港寄港）が想定されている。本研究で

は超大型バルク船（概ね８万積載重量トン以上）を

対象に任意の貨物積載率に対しての喫水を推計する

手法を検討するとともに、減載時の航路諸元算定手

法を船体運動を直接考慮することにより開発した。 

２．貨物積載率に対応した喫水率の分析 

 貨物を減載で輸送する場合、どの程度の喫水とな

るのか目安となる数字を算定する手法がない。この

ため任意の貨物積載率（重量ベース）に対する相当

喫水率（満載時の喫水に対する比率）の推計式を船

舶のローディングマニュアル（船舶の取扱説明書で

あり、種々の貨物の積み付け状態に応じた喫水を示

す）等のデータにより作成した（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 貨物積載率と相当喫水率との関係と回帰式 

３．減載状態における航路諸元算定手法の開発 

減載で輸送する場合には船体の外力に対する応答

が異なることが予想され例えば減載時には船体が浮

き上がり風圧面積が増加する一方海水から受ける外

力や船舶応答が変化する。この結果必要となる航路

幅員も異なるものとなる。本研究では減載時の風圧

係数やその他船体運動に関するパラメータの算定手

法を検討した上で減載時の船体運動を考察し航路幅

員の算定手法を開発した。この際には図２に示すよ

うに船体に対する外力影響を直接解析することで柔

軟性の高い手法となるよう配慮した。この結果減載

時の方が風の影響をより受けるが他の外力（例えば

他船との行き合いによる流体力）による影響が軽減

されるため満載時よりも減載時において必要航路幅

員がやや小さくなる等の知見が得られた。航路水深

についてもうねり等による船体運動を考察し減載時

には満載時より周期の短いうねりで船体の横揺れが

発生する場合があるという知見が得られ、同様に減

載時の航路水深算定手法を開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 船体に関する外力影響（例：風圧影響） 

４．おわりに 

本研究では、学識者からのアドバイスを受けなが

ら実施しまた船社や海事関係者から船舶運航に関す

る知見を頂くことで実態に即した検討を行った。今

後実際の航行条件や自然条件等を考慮したケースス

タディを重ね、航路諸元算定手法として確立し技術

基準の改訂等に反映させていく予定である。 
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１．はじめに 

国際航空旅客数の伸長が見込まれる中東、東アジ

アを中心に空港間競争が激化している。従来の需要

予測手法では国際的な空港間競争の適切な予測が困

難である。また、旅客数を伸ばしているLCCについて

は、交流人口拡大の基盤として期待が高まっており、

LCCの創出需要や他の交通モードからの転換需要等、

旅客需要動向を的確に予測する技術が求められる。 

２．東アジアにおける空港間競争を踏まえた需要モ

デル開発  

 空港間競争を踏まえた需要モデルのプロトタイプ

を構築した（図-1）。現行の原単位法に基づく予測

手法では評価することができないような、運航路線

及び運航頻度といった国際航空ネットワークの態様

の変化による本邦の国際航空需要への影響も分析可

能である。

 

３．国内航空需要予測手法の深化 

選好意識調査の活用等により、現存しない交通手

段（リニア中央新幹線、リージョナルジェット、羽

田発着LCC）を明示的に考慮した交通機関選択モデル

を構築した（図-2）。また、空港経営民営化の効果

として期待される公租公課の低減が、新規路線開設

や便数の増加に及ぼす影響評価を可能ならしめるサ

ブモデルの開発を進めている。その端緒として、新

規路線や便数増加を定量的に評価する上で重要とな

る、エアライン運航に係るコスト分析を実施した。 

４．今後の展望 

（１）空港間競争を踏まえた需要モデル 

政策実務への適用を可能ならしめるよう、感度分

析によるモデル特性の把握分析等を実施するととも

に、必要に応じ、説明変数の再検討等モデルの更な

る改善に取り組む予定。 

（２）国内航空需要予測手法の深化 

現存しない交通手段を明示的に考慮した交通機関

選択モデルについては、経路選択モデルを構築し、

空港毎及び路線毎の推計を可能ならしめるようモデ

ルの構築を進める予定。空港経営民営化の影響反映

については、実施したコスト分析の結果から、路線

参入・撤退モデルを構築し、その特性の把握分析等

を実施する予定。 

☞詳細情報はこちら 

Inoue, G., Ono, M., et al, 2015. Stated-preference 

analysis to estimate the domestic transport demand 

following the future entry of LCCs and the inauguration 

of the Linear Chuo Shinkansen in Japan. Journal of Air 

Transport Management. 47, 199-217. 

http://dx.doi.org/10.1016/j.jairtraman.2015.06.004 

図－２ 交通機関分担率の試算結果 
    （首都圏～近畿圏） 

図－１ 直行・乗継客数の試算結果 
   （現況再現） 
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